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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。
増税のレール敷く「付則」許さ

ないーー政府・政党要請強化を
消費税廃止各界連は２月１６日、以下のように抗議の要請文を麻生首相、自民党、公明党に、激励の要請文を民主党、共産党、社民党、国民新党に送りました。加盟団体、県・地域各界連からも要請を集中してください。
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麻生太郎　内閣総理大臣　殿

国民を無視して増税のレールを引く税制関連法案の撤回を求めます

（差出人、日付、住所、電話など省略）
今国会に提出されている２００９年度税制「改正」関連法案の付則には消費税を含む税制抜本改革をすすめるため、「平成23年度（２０１１年度）までに必要な法制上の措置を講じる」と明記されていますが、その撤回を求めます。

私たちのくらしは、収入が落ち込み、医療・年金・介護などの負担が増えて苦しくなるばかりです。

政府・与党は２０１１年度からの消費税増税を狙っていますが、消費税が増税されれば、国民の消費が落ち込み、地域経済はいっそう悪化してしまいます。そもそも消費税は大金持ちには負担が軽く、所得の低い人ほど重くなる、最悪の逆進的な税制です。増税が「貧困と格差」をいっそうひどくすることは明らかです。

今求められているのは、増税ではなく、食料品など生活必需品を非課税にすることをはじめ、くらしにかかる消費税を減税して家計を応援することです。イギリスが付加価値税を引き下げたように、日本でもできないはずはありません。

税制関連法案の付則は、７割もの国民が反対の意思を示しているにもかかわらず、国民の信を問うことなく増税の道筋を法案で決めることであり、認められません。増税を言うなら、総選挙で国民の審判を受けるべきです。

法案の撤回を強く求めます。
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＜各地の１月２月行動、続報＞

★ここ数年で最高の400人分の署名が＜長野・須坂北信濃＞　長野・須坂北信濃各界連は２月１日、須坂北信濃民商から25人が参加して須坂と中野の「マツヤ」前で消費税増税反対の宣伝署名行動をおこない、１時間半で400人分の署名が寄せられました。「私92歳よ」と震える手で必死に名前を書くお年寄りや署名しながら「頼みますよ｣と声をかける人。いつになく若者の協力もあり、ここ数年で最高の署名数となりました。

★駆け寄ってきて協力する人など３けた署名が＜鹿児島＞　鹿児島各界連に結集する鹿児島民商の婦人部が２月１日、コープ生協吉野店前で消費税増税反対署名を訴えると、「消費税をあげるなんて何を考えているのかね」と駆け寄って署名する人など、1時間で１３７人から署名が寄せられました。署名を断ったのは２人だけでした。
（各界連ＨＰにも多くの行動を掲載しています）
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＜各界連全国代表者会議の発言から＞１４人の発言の概要を紹介します。

★リード発言①６千の署名で区議会に増税反対の請願＜東京北区各界連、富沢さん＞

　昨年秋の会議で11月区議会に増税反対署名を集めて請願することを決め、これまでにない数を集めようと日曜日に５千世帯ある豊島５丁目団地で行動。事前に署名用紙も配り、当日はドアに張り付けていてくれたのも含め１３７７人分が集まった。区議会には６１７６人分の署名を提出したが、区民生活委員会での審議は自民が「国の財政が大変」、公明が「不安をあおるもの」と反対し、否決された。私たちは直ちに宣伝カーで結果を報告。しかし、民主が以前は継続主張だったのが、今回賛成と変化も生んだ。北区各界連は毎月駅頭と商店街の３カ所を交代で宣伝しているが今後も戸別訪問などを重視し、国政選挙で増税勢力に痛打を与えるために奮闘したい。

★リード発言②グッズを工夫、地域各界連再建し運動推進＜埼玉県各界連、細田さん＞

　この間、春日部、三郷、久喜、越谷で地域各界連を再建し、草加で準備をしている。県各界連は６万のティッシュ、のぼり１００組を地域におろして活用。毎月１０カ所で宣伝しているが、１２月は１５カ所で行動し１５５人が６千枚のチラシを配布した。川口では
（２ページに続きます）

サンタ、アンパンマンの着ぐるみが子どもに人気で、お母さんたちの署名もたくさん集まった。また署名に自らよってきてくれる人が多く対話が弾んだ。自分の話を聞いてほしいと言う要求が強まっているのではないか。県議会には３４６団体で請願したが、不採択になった。市町村でも鳩山町、北山町、深谷市、本庄市などで請願が採択された、さらにすすめる。新婦人県本部では年末10支部90人が参加して行動した。今後は署名の横に「増税ヤダヤダマン」のマンガをつけて推進することにしている。

★あらゆる経済団体と懇談＜愛知県各界連、鵜飼さん＞

　地域のなくす会が各地で宣伝や新聞折込など元気な活動を続け、自民党の支持者も「署名させてくれ」と話すなど変化が起きている。地域の大きな運動をつくるには地域の小さな単位の運動が大事、草の根の元気を激励していくことが県連絡会の役割と思う。あらゆる経済団体と懇談を続けている。商店街振興組合、中央会、商工会、チェーンストア協会、生協の連合会などを訪問し県漁連にもはじめて行った。今後は農協、百貨店協会へも行きたい。愛知経済の落ち込みはひどく、トヨタ系列で８千人も労働者を切ろうとしている。生活保護の申請でも名古屋市が大変な状況になっている。失業者にも消費税がかかるわけで許せない。ことしは３月31日に繁華街で半日以上のロングラン宣伝を計画している。カラーリーフは受け取りがいいので、中央でも検討してほしい。

★地域各界連が元気、3項目で県議会請願＜長野県各界連、竹村さん＞

　自治体ごとに連絡会を再建・強化することを重視してきた。諏訪地方では６自治体のうち４自治体でできた。元旦の諏訪大社の宣伝は大反響だった。１月24日の行動で、岡谷の行動が地元紙でも報道され、2月1日の須坂北信濃民商のスーパー前行動では４００人分集まったなど、大きな変化が感じられる。消費税増税反対、生活必需品非課税、不公平税制ただせ、の３項目の署名で県議会請願に取り組むことに決めた。地元では民主が「増税反対」の立場に立たないが、共産党だけが賛成する請願運動の規模にとどまっていてはいけない、と事務局団体でも話し合い、地域からの大規模な運動にしたい。

★森永学習会成功させ、業者団体にも変化が＜京都府各界連、坪井さん＞

　昨年秋は森永卓郎さんの講演会を軸にしてきた。この運動を通じ地域連絡会の再建、自治体請願をすすめた。消費者団体、京都総評、中小企業税制を考える会も協賛し、当日は800人の会場に950人が集まり大盛況だった。最大の業者団体である中央会はじめ500団体に申し入れ、10万のビラ、1万のポスターを活用、聴覚障害者の団体は全構成員分のチラシを受け取ってくれた。中央会は消費税増税反対を明確にした決起集会を開き共産党の穀田氏が呼ばれるなど、大きな変化になっている。全政党・全候補者アンケートへの回答は共産党の全候補と数人の他党派の議員にとどまっているが、２月に民主党議員らとも懇談をセットした。全党派と行いたい。京都市議会請願も粘り強くとりくむ。今後は「消費税減税」を突き出して運動したい。

★県知事選挙で勝利、地域各界連再建へ＜山形県各界連、峯田さん＞

　１月15日投票の県知事選挙では共産党も推す知事、東北で初めての女性知事が当選し、09年は変化の年、転換の年だと実感している。ゆるやかな共闘ということで共産党や民商も入る「明るい会」と10項目を合意して支持した。消費税については、「食料品に消費税をかけるな」の要求は理解する、消費税そのものの是非は「勉強させてほしい」の態度だった。前知事は「冷たい」県政そのもので、私学助成増額を訴える高校生の集会に「会場使用料を取れ」と言うくらいひどい態度だった。私たちは「温かい県政」を打ち出して、対話すると相手のほうから「頼みたいと思っていた」とどこでも好反応だった。県内経済情勢の悪化から、消費税の悪税ぶりが染みとおる情勢だ。かつて８地域にあった連絡会は３つの地域が活動している、全地域での再開をめざす。

★県内情勢に変化、共同の力をさらに発揮へ＜福島県各界連、服部さん＞

　午前の国会要請では11人を回り、自民も民主も秘書が神妙に耳を傾け、様変わりの状況だった。自民には「いうことを聞かないと山形のようになるよ」と話した。福島は派遣切りが全国３番目のひどさで、青年が署名を持って県議会請願したらＮＨＫも取り上げ、知事も臨時職員100人を雇う、住宅を確保するなどと答弁し、各自治体にも波及している。宣伝では対話が多くなり、潮目の変化を感じる。地域が活発になってきたが、まだ活動規模が小さい、弁士がいない、事務局団体は民商が多くいま忙しい、などの弱点もある。現在の派遣切りの背景には、消費税がリストラ税制という本質があることをもっと知らせていくことが重要。税制｢改正｣法案の付則問題では、これまでの延長線のたたかいではなく、白紙撤回を求めることが必要。福島は例年4月以降に集会をしていたが、ことしは２月22日に労働問題をはじめ各種相談会もあわせた行動で打って出ようと計画している。

★問答形式の学習会広がる、法制化問題は急速に運動強化を＜なくす会、梅村さん＞

　昨年発行した「草の根問答」パンフで、参加型の学習会を続けてきた。ある地域では90歳の女性も「小学校以来」と劇の役を引き受け、それ以来活発に会議でも発言するようになった。ポスターも新しくし、平和行進にも「消費税、憲法変えれば戦争税」と訴えて参加してきた。予算関連法案の付則に「増税のレール」を書き込み、３月末までに通そうという動きは軽視できない。これは法律で国民を縛るもので、大手マスコミの社説も「付則で決意を示せ」「将来は消費税増税」とあおり、「社会保障が悪くなったのはこの間、消費税増税を先送りしてきたからだ」とまで言っているだけに、この動きに見合うよう急速に運動を強めていきたい。単純に「増税反対」「賛成」と括れないのが地域の声なので対話が重要。定額給付金は8割反対でも通したわけで、世論調査で７割反対にとどまらず8割、9割に反対を広げ、担い手を増やし、全力で国会の力関係を変えたい。　　　　(以下、次号)
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